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令和５年度庄原市当初予算の概要 

１．予算編成の基本方針 

 

 令和５年度当初予算は、「第２期長期総合計画・後期実施計画」及び「第２期庄

原いちばんづくり」に掲げる事業の着実な実施を図るとともに、人口減少の抑制

に必要な施策や、新しい生活様式に対応した事業の展開に重点を置いた予算編成

とした。 

 また、令和５年度一般会計当初予算額は、災害復旧費が前年比約 14.1 億円の

大幅な減額となったことなどから 299 億円となり、平成 30 年度以来５年ぶり

に 300 億円を下回った。 

 

 まず歳入では、自主財源の根幹をなす市税について、物価高騰の影響があるも

のの、経済対策の下支え等によるコロナ禍からの社会経済活動の回復を見据えた

市民税の増収や、設備投資の増加による固定資産税の増収などにより、市税全体

で約１億円の増額とした。 

 また、普通交付税については、令和５年度地方財政計画において、令和４年度

を上回る額が確保されているものの、地方税収の増額による基準財政収入額の増

加見込などから、昨年度当初予算と比較し約 0.8 億円の減額を見込む。 

 

 次に歳出では、重点事業として、乳幼児等医療費助成の対象年齢の拡充等によ

る子育て世代の経済的負担軽減など子育て環境の充実や、脱炭素化社会構築の実

現に向けた取組みを推進するための本庁舎ＬＥＤ化、学校施設の長寿命化による

教育環境の整備に努める。 

 加えて、「比婆牛ブランド」の推進や、再造林と森林管理を促進する補助制度の

拡充のほか、サテライトオフィスの誘致促進による地域産業の強化を図る。 

 さらに、本市の最重要課題である人口減少に対応するため、人口減少対策戦略

本部での検討を踏まえた新たな取組として、子どもたちと多世代の集いの場の整

備に向けた基本計画策定や、庄原ファンクラブでのプロモーション強化による関

係人口の創出など、10 年先のまちづくりを見据えた事業に取り組む。 

 また、災害復旧事業については、平成 30 年災害、令和２年災害に係る事業の

予算措置が終了したことから、事業費は大きく減少したものの、市民生活の安心・

安全を確保するため、被災からの復旧を切れ目なく推し進める。 

 なお、「第２期持続可能な財政運営プラン・後期実施計画」に基づき歳入確保及

び歳出削減に努めたが、電気料金の高騰などに伴う増額により、歳入歳出の収支

均衡を図るため、財政調整基金の一部取り崩しを見込んでいる。 
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２．本市を取り巻く状況 

 
 

 政府は、１月 23 日に閣議決定した「令和５年度の経済見通しと経済財政運営

の基本的態度」において、経済財政運営にあたり、「物価高・円安への対応」「構

造的な賃上げ」「成長のための投資と改革」を重点分野とする総合経済対策を迅速

かつ着実に実行することで、物価高を克服しつつ、計画的で大胆な投資を官民連

携で推進するなど、新しい資本主義の旗印の下、我が国経済を民需主導の持続的

な成長経路に乗せていくとしている。 

 取組を進める重点分野として、リスキリング支援も含む「人への投資」や地域

の中小企業も含めた賃上げ、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）など成

長分野への計画的で大胆な投資を促進するとしている。 

 さらに、少子化対策・こども政策の充実を含む包摂社会の実現、地方活性化に

向けた基盤づくり、防災・減災、国土強靭化等の安心・安全の確保などに取り組

み、その成果を地方の隅々まで届けるとしている。 

 こうした施策の推進により、令和５年度の実質ＧＤＰ成長率は 1.5％程度、名

目ＧＤＰ成長率は 2.1％程度と、民間需要がけん引する成長が見込まれるとして

いる。 

 

 

 

 令和５年度地方財政計画では、地方全体の歳入歳出総額（通常収支分）を 92.0

兆円（前年度比 1.6％増）とし、住民のニーズに的確に応えつつ、地域のデジタ

ル化や脱炭素化の推進など様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提

供できるよう、地方交付税等の地方の一般財源総額について、交付団体ベースで

62.2 兆円（前年度比＋0.2％）を確保するとされた。 

 その主な内訳は、地方税 42.9 兆円（＋4.0％）、地方交付税 18.4 兆円（＋

1.7％）、臨時財政対策債 1.0 兆円（▲44.1％）などとなっている。 

 一般行政経費においては、地域のデジタル化を推進するため、「地域デジタル社

会推進費」について令和７年度まで事業期間を延長するとともに、マイナンバー

利活用特別分として 500 億円増額された。 

 また、公共施設の脱炭素化の取組の計画的な実施や、学校など自治体の施設の

光熱費など物価高騰への対応に必要な経費等について、所要額を計上するとして

いる。 

  

(１) 令和５年度における政府の経済財政運営方針 

(２) 令和５年度地方財政計画の概要 
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３．本市の予算規模 

 一般会計の予算規模は、299 億６万円（前年度比▲4.3％、13 億 4,753 万円減）で、

２年連続での減額となり、平成 30年度以来、５年ぶりに 300億円を下回った。また、特

別会計では、11会計の総額で 116億 300万円（前年度比▲0.5％、6,266万円減）とな

った。 

 公営企業会計では、水道事業が広島県水道広域連合企業団に統合されることから、下水道

事業会計及び病院事業会計の２会計の総額で 29 億 9,231 万円（前年度比▲39.2％、19

億 2,567万円減）となった。 

 この結果、一般会計、特別会計及び公営企業会計に、比和財産区特別会計の 379万円を

合算した市全体の予算規模は、444億 9,915万円（前年度比▲7.0％、33億 3,489万円

減）となった。 

（単位：億円） 

会  計 ５年度① ４年度② 比較①－② 伸率（％） 

一 般 会 計 ２９９．０ ３１２．５ ▲１３．５ ▲４．３ 

特 別 会 計 １１６．０ １１６．７ ▲０．７ ▲０．５ 

水道事業会計 －   ２０．２ ▲２０．２ ▲１００．０ 

下水道事業会計 １５．３ １４．２ １．１ ７．４ 

病院事業会計 １４．６ １４．７ ▲０．１ ▲０．６ 

比 和 財 産 区 ０．１ ０．１ ０．０ ３４．１ 

合計 ４４５．０ ４７８．３ ▲３３．３ ▲７．０ 

  ※合計、伸率は、千円単位で計算した数値です。 
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４．一般会計予算の概要 

 

 

◎市税 37億 8,395万円 【前年度比 2.7％、9,821万円増】 

 自主財源の根幹である市税は、前年度から9,821万円増の37億8,395万円を見込んでいる。 

 市民税では、物価高騰の影響があるものの、経済対策の下支え等によるコロナ禍からの社会経

済活動の回復を見据え、個人、法人を合わせた市民税全体では、14億6,396万円（前年度比2.3％、

3,253万円増）としている。 

 固定資産税では、家屋の新増築による増や、太陽光発電など設備投資による償却資産の増を見

込み、固定資産税全体では、19億3,961万円（前年度比3.2％、6,037万円増）を計上してい

る。 

 その他、税制改正等の影響により、軽自動車税は、１億5,831万円（前年度比▲1.3％、209

万円減）、市たばこ税は、２億1,059万円（前年度比3.7％、748万円増）を見込んでいる。 

 

◎地方譲与税 ５億 5,014万円 【前年度比 0.1％、44万円増】 

 地方譲与税のうち、自動車重量譲与税は３億 987万円（前年度比 0.5％、163万円増）、地

方揮発油譲与税は 9,820万円（前年度比▲1.2％、119万円減）とし、森林整備事業推進のた

めの財源となる森林環境譲与税は前年同額の１億 4,207万円を計上している。 

 

◎法人事業税交付金 8,959万円 【前年度比 46.6％、2,847万円増】 

 法人事業税交付金は、コロナ禍の影響を受けていた企業業績の改善傾向が強くなっているこ

となどを加味し、8,959万円（前年度比 46.6％、2,847万円増）を計上している。 

 

◎地方消費税交付金 ８億 7,692万円 【前年度比 1.4％、1,181万円増】 

 地方消費税交付金は、８億 7,692万円（前年度比 1.4％、1,181万円増）を計上している。 

 なお、消費税率の引上げによる増収分については、「社会保障施策に要する経費」に充てる。 

 

◎環境性能割交付金 5,972万円 【前年度比▲8.3％、542万円減】 

 環境性能割交付金は、前年度から微減となる 5,972万円を計上している。 

 

◎地方特例交付金 1,659万円 【前年度比 29.2％、375万円増】 

 個人住民税の住宅借入金等特別税額控除による減収対応分 1,659万円を計上している。 

 

◎配当割交付金等 5,039万円 【前年度比 13.3％、582万円増】 

 配当割交付金は、2,345 万円（前年度比 61.5％、893 万円増）、利子割交付金は、159 万

円（前年度比▲57.0％、211万円減）、株式等譲渡所得割交付金は、1,402万円（前年度比▲

28.2％、551万円減）、ゴルフ場利用税交付金は、628万円（前年度比▲2.5％、16万円減）、

交通安全対策特別交付金については、505万円（前年度比▲4.5％、24万円減）をそれぞれ見

込んでいる。 

(１) 歳入 
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◎地方交付税 139億 9,041万円 【前年度比▲0.6％、8,017万円減】 

 地方交付税では、マイナンバーカードを利活用した住民サービス向上のための地域のデジタル

化や、公債費分として基準財政需要額の増額を見込むものの、地方税収の増額による基準財政収

入額の増加見込などから、全体では、前年度から8,017万円の減額となる139億9,041万円（普

通交付税122億2,041万円、特別交付税17億7,000万円）を見込んでいる。 

 なお、臨時財政対策債を合わせた実質的な地方交付税の総額は、前年度比▲1.4％減となる、

141億2,624万円を見込んでいる。 

 

◎分担金及び負担金 １億 4,731万円 【前年度比▲15.3％、2,670万円減】 

 分担金及び負担金は、１億 4,731万円を見込んでいる。 

 主な内訳は、老人保護措置費負担金が 6,151万円（前年度比 2.2％、135万円増）、市立保

育所運営費保護者負担金が 4,350万円（前年度比 4.5％、187万円増）、小規模崩壊地復旧事

業分担金が 990万円（前年度比▲58.3％、1,383万円減）などとなっている。 

 

<参考> 実質的な地方交付税の推移 

（H17～R３は決算額、Ｒ４は当初予算額及び決算見込額、Ｒ５は当初予算額、合計は千円単位で集計） 
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◎使用料及び手数料 ３億 1,779万円 【前年度比▲1.5％、474万円減】 

 使用料及び手数料は、３億 1,779万円を見込んでいる。 

 主な内訳は、一般廃棄物処理手数料が 8,093 万円、公営住宅等の住宅使用料が１億 5,655

万円、戸籍証明等の総務手数料が 2,125万円、斎場使用料が 2,213万円などとなっている。 

 

◎国庫支出金 26億 4,706万円 【前年度比▲20.0％、６億 6,226万円減】 

 国庫支出金は、前年度から大幅な減額となる 26億 4,706万円を見込んでいる。うち国庫負

担金が 18億 9,517万円で、主な内訳は、豪雨災害に係る過年発生公共災害復旧費負担金が５

億 9,134万円、自立支援給付事業費負担金が４億 9,227万円、児童手当負担金が２億 9,313

万円、生活保護費負担金が２億 7,484万円となっている。 

 国庫補助金は７億 3,226 万円で、道路メンテナンス事業補助金が１億 3,592 万円、旧備北

クリーンセンター解体等に係る循環型社会形成推進交付金が１億 3,455万円、道路新設改良事

業や市営住宅整事業等に係る社会資本整備総合交付金が２億 2,354万円となっている。 

 全体では、循環型社会形成推進交付金の１億 3,008万円の増などはあるが、主な減額要因は、

過年発生公共災害復旧費負担金の５億 3,328万円の減、子育て支援施設整備事業に係る子ども・

子育て支援整備交付金の１億 4,121万円の皆減などである。 

 

◎県支出金 27億 430万円 【前年度比▲20.2％、６億 8,293万円減】 

 県支出金は、27億 430万円を見込んでいる。うち県負担金が６億 8,709万円で、主な内訳

は、自立支援給付事業費負担金が２億 4,613万円、後期高齢者医療保険基盤安定負担金が１億

3,768万円となっている。 

 県補助金は 19億 991万円で、主な内訳は、豪雨災害に係る過年農林水産業施設災害復旧費

補助金が４億 4,347 万円、中山間地域等直接支払交付金が４億 3,870 万円、基盤整備促進事

業補助金が２億 3,952万円などとなっている。 

 県委託金は１億 731 万円で、主な内訳は、個人県民税徴収取扱委託金 5,005 万円のほか、

県議会議員選挙費 3,323万円などである。 

 全体では、基盤整備促進事業補助金の１億 4,868 万円の増などはあるが、主な減額要因は、

過年農林水産業施設災害復旧費補助金の７億 1,366万円の減などである。 

 

◎財産収入 4,067万円 【前年度比▲57.0％、5,387万円減】 

 財産収入は、4,067 万円を見込んでいる。主な内訳は、土地等の財産貸付収入 2,237 万円、

不動産売払収入 800万円、基金運用等に係る利子及び配当金が 217万円となっている。 

 全体での減額要因は、分収造林の皆伐及び間伐に伴う不動産売払収入の 5,215万円の減など

である。 

 

◎寄附金 6,620万円 【前年度比 4.7％、300万円増】 

 新規返礼品の開発や周知・ＰＲ等を図ることで、庄原市ふるさと応援寄附金 6,300万円など

を見込む。 
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◎繰入金 ８億 4,324万円 【前年度比▲23.6％、２億 6,120万円減】 

 繰入金については、前年度から大幅な減額となる８億 4,324万円を計上している。 

 主な内訳は、過疎地域持続的発展計画に掲載された各種ソフト事業に過疎地域持続的発展基金

からの 3 億 5,670 万円、森林体験交流施設管理運営事業などに森林環境整備基金からの１億

634 万円のほか、財源調整としての財政調整基金からの３億 5,000 万円などの繰入金を計上

している。 

 全体では、財政調整基金が３億円の増となったが、主な減額要因は、庄原市民会館整備事業及

び新焼却施設整備事業に係る地域振興基金の５億 2,595万円の減などである。 

 

◎市債 31億 3,123万円 【前年度比 5.7％、１億 6,797万円増】 

 市債については、令和３年豪雨災害などに係る災害復旧債が３億 6,630万円、第２期長期総

合計画・後期実施計画に計上した各事業を実施するための財源などを合わせて、31 億 3,123

万円を計上した。 

 災害復旧債以外では、道路新設改良や除雪機購入等に係る過疎・辺地対策事業債が 15億 600

万円、旧備北クリーンセンターの解体や旧学校施設など普通財産の除却等に係る合併特例事業債

が６億 6,440万円などとなっている。 

 また、発行額が大幅に抑制される臨時財政対策債については１億 3,583 万円（前年度比▲

46.8％、１億 1,944万円減）を見込んでいる。 

 

<参考> 財政調整基金等取崩しの推移  

（令和４年度及び５年度の決算は見込額）                        【単位：億円】 
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※棒グラフ中の基金の順は、下から「財政調整基金」「減債基金」「地域振興基金」「過疎地域持続的発展基金」 

「その他の基金」「土地開発基金」の順となっています。 
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①人口減少対策 

本市の最重要課題である人口減少の抑制に向け設置した人口減少対策戦略本部での議論を

踏まえ、市民が安心して住み続けることができる、あるいは庄原市に住んでみたいと思っても

らえる 10年先のまちづくりを見据えた事業に取り組む。 

 

  ◎働く場の確保  ６，２５１万円 

○森林体験交流施設における林業研修会の実施 

○新規林業就業者支援事業 

 （林業事業者就労促進奨励金） 

〇地域おこし協力隊の活用 

〇新規就農者支援事業 

    （新規就農者の確保・育成、機械及び施設等の整備支援） 

 

  ◎安心して住み続けることができる環境づくり  ２，３２６万円 
○買物弱者対策支援事業 

 （高齢者等の買い物支援と見守り活動の促進） 

〇キャッシュレス決済推進事業 

    （市内小学校見守り事業等） 

〇介護人材確保事業【新規】 

 （介護人材確保事業補助金） 

〇子どもたちと多世代の集いの場整備【新規】 

○母子モ機能拡充【拡充】 

 （電子母子手帳アプリを活用した子育て支援） 

 

  ◎人を呼び込むための仕組みづくり  ２，２１３万円 
○庄原ファンクラブ事業【拡充】 

 （会員交流会の開催等による関係人口の創出） 

〇地域マネージャー活用事業交付金 

 （移住・定住に係る地域マネージャーの配置） 

 

②デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 
地域社会のデジタル化が進められる中で、本市においても、デジタル技術の活用に取り組み、

市民及び事業者の利便性向上、行政の効率化を図る。 

 

  ◎主なデジタル・トランスフォーメーション関連経費  ４，０５５万円 

○子育て世代包括支援センターの運営【拡充】 

 （母子モ機能拡充） 

○図書館の管理運営【新規】 

 （電子図書サービスの充実） 

○住民票等コンビニ交付事業【新規】 

 （マイナンバーカードを利用した住民票等の交付） 

(２) 歳出 
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○本庁舎ネットワークWi－Fi化事業【新規】 

 （本庁舎ネットワークのWi－Fi化） 

○市県民税特別徴収税額通知の電子化導入【新規】 

 （個人住民税特別徴収税額通知電子化対応業務） 

○法定外公共物特定図面の電子化 

 （法定外公共物特定図面電子化業務委託） 

○シティプロモーションの推進 

 （ホームページの充実、Facebookや LINEの活用と充実） 

○ＲＰＡ業務選定・導入事業 

 （本格運用５業務、試行導入２業務） 

 

③脱炭素化社会構築の推進 
◎脱炭素地域推進事業  ７，５９０万円〈継続〉 

 国の脱炭素化社会構築の実現に向けた取り組みを踏まえて、市の公共施設等の LED 化を行

い、環境保全や長寿命化を図る。 

  ○本庁舎 LED 化工事 

 

◎低炭素社会の実現に向けた電動車の導入  ２６１万円〈継続〉 

 低炭素社会の実現に向けた環境性能の高い車への更新を図るため、公用車へ電動車を導入す

る。 

 

④災害復旧事業 
 ◎災害復旧事業費  １５億２，１０９万円〈継続〉 

 度重なる豪雨に伴う河川の氾濫や土砂災害が、家屋や生活インフラ、農地・農業用施設の損

壊など本市に大きな被害をもたらし、市民生活に大きな影響を与えているため、市民の安全・

安心な日常生活を取り戻すため、一日も早い確実な復旧・復興をめざす。 

  ○農地災害復旧事業（過年） １億 7,972万円 

  ○農業用施設災害復旧事業（過年） ３億 2,055万円 

  ○林道災害復旧事業（過年） 298万円 

  ○公共土木施設災害復旧事業（過年） ８億 776万円 

  ○公共土木施設災害復旧事業【単独】（過年） 8,000万円 

  ○現年度発生災害分（現年） １億３,008万円 

 

⑤コロナウイルス感染拡大防止対策 
  ◎感染症予防対策  １，６２５万円〈継続〉 

  新型コロナウイルス感染症への対応について、継続した感染症予防対策の徹底を図る。 

○消毒液、フェイスシールド等      ○テレワーク環境保守業務 

   ○学校支援員配置            ○住居確保給付金 

○高齢者・障害者の一時滞在施設及び在宅生活の支援 
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⑥長期総合計画施策体系別 
 

 

 

 

◎自治振興区の活動促進  ４６４万円〈継続〉 

 地域振興計画に基づき地域づくり事業を実施する自治振興区に補助金を交付し、地域課題の

解決と地域活性化を図る。 

  ○自治振興区活動促進補助金 

 

◎自治振興区の運営支援  ２億６，７２１万円〈継続〉 

 活力ある地域づくりを自主的・総合的に推進する自治振興区に、その運営と活動を支援し、

安定的継続的な組織基盤をつくるため交付金を交付する。 

  ○振興交付金・特別振興交付金   ○地域マネージャー活用事業交付金（再掲） 

 

◎自治振興センター等管理運営  ７，５５６万円〈継続〉 

 自治振興区の地域づくり活動と生涯学習活動を一体的に取り組むため、地域の生活に密着し

た活動拠点施設として、自治振興センター（22 センター）を自治振興区が管理・運営する。 

 

◎シティプロモーションの推進  ４７３万円〈継続〉 

 インターネットやテレビ等のメディア、ＰＲロゴマークキャラクターを活用し、市の魅力発

信のためのシティプロモーションを展開し、広く市のイメージアップや認知度向上を図り、移

住・定住人口や交流人口の増加につなげる。 

  ○共同広報番組制作         ○ホームページの充実（再掲） 

  ○Facebookの活用と充実（再掲）  ○LINEの活用と充実（再掲） 

 

 

 

◎人権教育・人権啓発の推進  ３８７万円＜拡充＞ 

 人権尊重の意識を高めるとともに、人権教育を推進するため、地域における人権学習会や講

演会の充実、人権作品の募集、啓発資料の提供・活用に取り組む。 

 また、講演会、パネル展などを通じ、人権尊重の理念に関する正しい理解と認識を深め、人

権尊重思想の普及・高揚を図る。 

  ○人権講演会のオンライン化【拡充】 

 

 

 

 

“絆”が実感できるまち【自治・協働・定住】 

●自治・協働の推進 

●人権尊重社会の実現 
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◎男女共同参画の推進  ７６万円〈継続〉 

 男女が互いの人権を尊重しながら、その能力と個性を十分に発揮できる男女共同参画社会の

形成に向け、市民の理解と意識高揚を図るため啓発事業を実施する。 

  ○男女共同参画週間啓発パネル展     ○男女共同参画啓発セミナー 

  ○エンパワメント講座 

 

◎ＤＶ対策事業  ３２１万円〈継続〉 

 女性相談員を配置し、女性及びＤＶ被害者への相談支援体制の充実により、適切な対応を行

うとともに、市民への啓発に努め、ＤＶの未然防止を図る。 

  ○女性相談員の配置     ○ＤＶ防止対策講演会 

 

 

 

◎庄原ファンクラブ事業  ５９９万円＜拡充＞（再掲） 

 関係人口の創出により、活力のあるまちづくりをめざす。 

 庄原ファンクラブ活動の充実を図るため、庄原を「知ってもらう」取り組みとして、プロモ

ーションを強化するとともに、「来てもらう」ための取り組みとして、お手伝いプロジェクト

（仮称）の試行プログラム等を実施する。 

○ファンクラブ活動の充実に向けたプロモーション【拡充】 

  ○ファンクラブ新規会員登録等の推進【拡充】 

  ○ファンクラブ活動（特産品抽選会の開催、ワークショップの開催、ふるさと納税のＰＲ） 

 

◎定住促進事業  ４，８４４万円〈継続〉 

人口減少が続く本市において、人口の維持は集落機能の確保や産業振興の視点からも重要な

課題である。転入定住（帰郷・新規転入）の促進や若者の定住支援事業等を実施し、本市で暮

らしている若者の定住支援と市外からの定住の促進を図る。 

 ○空き家家財道具等処分支援補助金     ○空き家活用促進事業 

○移住・定住トータルサポート事業     〇しょうばら縁結び事業 

○自治振興区定住促進活動補助金      〇定住促進奨励金 

〇しょうばら生活体験事業補助金      〇地域マネージャー活用事業交付金（再掲） 

 ○移住支援金 

 

◎地域おこし協力隊の活用  １，３６０万円（再掲） 

 地域コミュニティの担い手となる地域外の人材を活用し、地域の活性化を促進するとともに、

その人材の定住及び定着を図る。 

  ○地域おこし協力隊（自治振興区委託） 

  〇地域おこし協力隊（公益的法人等委託） 

 

●男女共同参画社会の実現 

●定住の促進 
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◎本庁舎ネットワーク Wi－Fi化事業  １，０４４万円＜新規＞（再掲） 

 本庁舎内の LG-WAN ネットワーク及びインターネット系ネットワークを Wi－Fi化し、ペ

ーパレスの推進による経費抑制と業務効率化を図る。 

  ○本庁舎ネットワークWi－Fi化 

 

◎低炭素社会の実現に向けた電動車の導入  ２６１万円〈継続〉（再掲） 

 低炭素社会の実現に向けた環境性能の高い車への更新を図るため、公用車へ電動車を導入す

る。 

 

◎収納率向上対策事業  ３８８万円＜拡充＞ 

 ｅLTAX 収納の対象税目の拡大や地方税統一 QR コードの活用を開始、納付環境を充実す

ることで、住民の利便性を図り収納率の向上に取り組む。また、市税等の口座振替等に係るデ

ータ伝送で利用している ISDN 回線の終了に伴い LGWAN 回線利用による後継サービスに移

行し、セキュリティ向上や事務の効率化を図る。 

  ○ｅＬＴＡＸ対象税目拡大（固定資産税・軽自動車税種別割）【拡充】 

  ○地方税統一 QRコードの活用 

  ○LGWAN回線利用によるファイル伝送サービスの開始【新規】 

 

◎市県民税特別徴収税額通知の電子化導入  ２２８万円＜新規＞（再掲） 

 令和６年度から実施される、市県民税特別徴収義務者への税額通知の電子化に伴うシステム

改修を行う。 

  〇個人住民税特別徴収税額通知電子化対応業務 

 

◎行政情報処理の推進  ２億３，５６０万円〈継続〉 

 行政サービス提供の基幹となる情報システム等の適正な管理及び計画的な更新を行うこと

で、円滑なサービスの提供を維持する。また、コロナウイルス感染拡大を防止するためテレワ

ーク環境を積極的に活用する。 

  ○テレワーク環境保守業務     ○行政ネットワーク機器保守業務 

  ○財務会計システムインボイス対応業務【新規】 

 

◎ＲＰＡ業務選定・導入事業  ６６６万円〈継続〉（再掲） 

 行政事務の効率化を図るため、５業務の本格運用を行うとともに、新たに２業務へ試行導入

し更なる効果検証を行う。 

 

 

 

●効果的・効率的な行財政運営 
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◎ふるさと応援寄附金の推進  ２，６４３万円＜拡充＞ 

 新たな返礼品の掘り起こしやパンフレット、ポータルサイト等の充実に加え、関東・関西圏

で開催される県人会や各高等学校同窓会等に出向き、ふるさと納税による寄附を積極的に働き

かけることで、本市の魅力を広く PRし、全国からの支援を募る。 

  ○関東圏の広報媒体でのＰＲ促進【拡充】 

  ○関東・関西圏で開催される県人会や市内高校同窓会でのＰＲ促進【拡充】 

 

◎住民票等コンビニ交付事業  ３２４万円＜新規＞（再掲） 

  マイナンバーカードを利用して、住民票の写しや印鑑登録証明書を全国のコンビニエンス

ストア等のキオスク端末から取得できるサービスを提供する。 

  ○自治体基盤クラウドシステム利用料 

 

 

 

 

 

◎和牛振興対策（比婆牛ブランド化推進）  ４，１８１万円〈継続〉 

 比婆血統和牛の繁殖及び肥育頭数の拡大を引き続き図ると共に、ＪＡひろしま・全農との連

携により精肉販売ルートを確立し、市内外の取り扱い数量の増加を図る。また、令和元年 9月

に地理的表示保護制度（ＧＩ）に登録された比婆牛の知名度向上、取扱店舗等の販路拡大によ

り、生産者への還元につなげる。 

  ○比婆牛素牛生産奨励金         ○比婆牛増産促進助成金 

  ○繁殖用和牛造成推進事業補助金     ○あづま蔓振興会負担金 

  〇比婆牛取扱店舗支援事業        ○比婆牛広告 

  〇あづま蔓・比婆牛素牛造成人工受精・受精卵移植助成金 

 

◎ブランド米推進事業  １２０万円〈継続〉 

 低農薬・低化学肥料等安心・安全な米づくりを基本に、市内で生産した特色ある「こだわり

米」の知名度向上及び販売促進等の取組みを支援し、庄原産米のブランド化及びブランド米の

生産拡大を図る。 

  ○ブランド米推進事業補助金 

 

◎中山間地域等直接支払制度  ５億９，０６８万円〈継続〉 

 農業の生産条件が不利な中山間地域等において、農作業の共同化や担い手への農地集積等に

より農業生産活動の継続的な実施を図る集落等を支援する。 

 

◎多面的機能支払制度  １億７，８０７万円〈継続〉 

 地域の共同活動を支援し、農業の有する多面的機能の維持・発揮に資する農地、農業用施設

等の保全、農村環境の向上及び、農業用施設の長寿命化を図る。 

●農林水産業の振興 

“にぎわい”が実感できるまち【産業・交流】 
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◎新規就農者支援事業  ４，５３０万円〈継続〉（再掲） 

 新しく農業に取り組む「ひと」や「組織」の確保・育成や機械及び施設等の整備に対する支

援を行い、新規就農者の確保と定着及び経営の安定化を図る。 

  〇農業次世代人材投資事業（令和３年度までの継続分） 

  〇新規就農者育成総合対策事業 

 

◎経営継承・発展等支援事業  ２００万円〈継続〉 

 地域の農業者の高齢化が進む中、国の経営継承・発展支援事業を活用し、経営を担い手から

後継者へ継承・発展させるための取り組みを支援することで、将来にわたって地域の農地利用

を担う経営体の育成・確保を図る。 

  〇経営継承・発展等支援事業補助金 

 

◎農業法人育成事業  １，２００万円〈継続〉 

農業法人に対し、農業生産に必要な機械・施設整備等に要する経費の一部を支援し、生産性

の向上や高収益化に繋がる取り組みを推進する。 

 

◎農業基盤の整備  ４億２，７１０万円〈継続〉 

 農地・農業用施設の一層の整備により、農業基盤の確立、農業経営の安定及び合理的な管理

を図る。 

  ○土地改良区補助金、農道・水路・ため池整備、ほ場整備  

 

◎地域計画策定推進緊急対策事業  １３４万円＜新規＞ 

 地域の将来の農業の在り方や、農地の効率的かつ総合的な利用に関する目標等を定めた「地

域計画」を策定する。 

  ○市による協議の場の設置     ○アンケートによる地域の意向確認及び集約 

 

◎新規林業就労者確保への支援  １５０万円〈継続〉（再掲） 

 林業学校の就学者と就労する意思を取り交わし、就学・就労後に必要な経費を支援した林業

事業者に奨励金を交付することにより、円滑な就労と定着を図る。 

  ○林業事業者就労促進奨励金 

 

◎循環型林業推進補助金  ２，１５９万円＜拡充＞ 

 市内の森林伐採跡地への植栽は約１割と非常に低位で、このままでは森林が有する多面的機

能（水源涵養、木材生産等）の維持が困難となる状況が想定される。 

 充実した森林資源を有効活用すると同時に伐採後の植栽による再造林を支援するため、植栽

への補助制度を拡充するとともに新たに下刈り、枝打ち、除伐、保育間伐を補助対象に加え、

自己負担の軽減を図ることにより循環型林業の推進を図る。 
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◎森林経営管理事業の推進  ２，６２７万円＜拡充＞ 

 意欲と能力のある林業経営者へ集積・集約化を図る仕組みを構築することにより、林業の成

長化と森林資源の適切な管理の推進を図る。 

  ○森林経営管理に関する意向調査      ○森林現況把握等調査 

  〇集約化森林の保育間伐等森林管理【新規】 

 

◎森林体験交流施設の活用  ２，８５８万円 

 森林体験交流施設を拠点として様々な森林体験プログラムを実施することにより、山林や木

材に親しむ機会を増やし、森林への理解と関心を高めるとともに、林業を担う人材の育成を進

める。 

  ○森林体験プログラムモデル事業実施 〇森林体験プログラムモニターツアー実施 

  〇林業技術研修会の実施（再掲） 

  〇森林の学舎オープンスペース等エアコン設置工事 

  〇森林の学舎シャワールーム設置工事 

 

◎ひろしまの森づくり事業の推進  １億３，０２５万円〈継続〉 

 「ひろしまの森づくり県民税」を財源とし、手入れが不十分な森林を水源かん用、土砂災害

防止など「公益的機能を発揮する森林」として再生するとともに、森林が地域住民の生活に密

着した環境林となるよう整備を行う。 

 

◎有害鳥獣防除対策  ５，８５６万円〈継続〉 

 イノシシを中心とした鳥獣の出没範囲が拡大し、農林水産物や農業用施設等に対する被害が

増加しており、防除柵等の設置による地域ぐるみの防除対策と有害鳥獣捕獲班を中心とした 

捕獲対策により有害鳥獣からの被害軽減を図る。 

 

◎有害鳥獣処理施設運営  １，２４０万円＜拡充＞ 

 有害鳥獣処理施設の管理運営を行い、イノシシ等の捕獲の促進につなげるとともに、加工可

能な肉は、ジビエやペットフードの原料として有効活用を図る。 

 また、現在の施設は計画頭数を大幅に超えるイノシシの受け入れを行っており、さらに近年

被害が増加しつつあるシカの処理が困難であるため、対応の方向性について検討を行う。 

 ○有害鳥獣処理施設業務委託     ○施設設計業務委託【新規】 
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◎サテライトオフィス誘致促進事業  ８５０万円〈継続〉 

 本市の強みである「恵まれた自然環境」「充実した高速道路網」「市内全域に整備された高速

光通信網」を活かし、地域産業の活性化と関係人口の創出を図るため、サテライトオフィス等

の誘致に取組む。 

  ○企業立地・サテライトオフィス誘致活動  ○お試し勤務企業支援 

  ○サテライトオフィス誘致事業補助金    ○お試しオフィス管理運営 

 

◎関係人口創出事業（ワーケーション推進事業）  １６７万円〈継続〉 

 コロナ禍においてテレワークが普及し、多様な働き方を模索する企業が増加している。本市

の強みを活かし企業をターゲットとしたワーケーションを推進することで関係人口を創出し、

産業振興による地域経済の活性化を図る。 

  ○モニターツアーの実施   

 

◎キャッシュレス決済推進事業  １，０３８万円〈継続〉（再掲） 

 市内の加盟店で利用できるキャッシュレス決済対応のポイントカードを使用することで、市

内での消費を拡大させ、地域内経済循環を促進するとともに、カードの児童見守り機能を活用

したサービスを市内全小学校で展開し、子どもや保護者の安心・安全につなげる。 

  ○キャッシュレス決済推進協議会運営支援補助金 

  ○転入者加入促進事業補助金 

  ○児童見守り事業補助金 

 

◎中小企業振興対策  ７，３８２万円〈継続〉 

 中小企業者等を対象に事業継続や創業に向けた支援策を講じ市内の商工業の振興と地域経

済の活性化を図る。 

  ○中小企業振興事業補助金   ○最寄買い店舗改装支援補助金 

  ○創業サポート補助金     ○中小企業融資預託金 

 

◎雇用の確保対策  １１５万円〈継続〉 

 市内の労働力確保及び雇用の安定を図り、経済発展に寄与するため、市内企業等で組織する

「庄原でいきいき働く協議会」の取り組みに対して負担金を支出し、官民連携での取り組みを

進める。 

  ○庄原でいきいき働く協議会負担金 

 

◎中心市街地にぎわい創出  １，９４８万円〈継続〉 

 市民へ交流の場、活動の場を提供し、市街地におけるにぎわいを創出することにより、中心

市街地の活性化を図る。 

  〇楽笑座・まちなか交流施設管理運営 

  〇まちなか活性化補助金 

 

●商工業の振興 
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◎第３期庄原市観光振興計画策定  ４３８万円＜新規＞ 

 今後の観光動向の見通しや本市の特性を踏まえ、観光振興の将来像や目標、施策を明らかに

し、市、観光関係団体、事業者、市民などが互いに協働して取り組むための指針とするため、

「第３期庄原市観光振興計画」を策定する。 

 

◎名勝・国定公園帝釈峡記念事業  ６００万円＜新規＞ 

 名勝指定 100年及び国定公園指定 60年を迎えた帝釈峡の美しい景観と自然環境を未来へ

引き継ぐため、庄原市と神石高原町で設立した実行委員会において記念事業を実施する。 

 

◎交流宿泊施設整備事業  １，９３４万円〈継続〉 

 「桜花の郷 ラ・フォーレ庄原」について、施設を安心・安全に運営するための必要な修繕

及び安定した経営を持続する。 

  ○循環ポンプ等更新     ○中庭整備工事 

 

◎アウトドア施設整備事業  ２，８２０万円＜新規＞ 

 帝釈峡まほろばの里のアウトドア施設を整備し利便性を高めることで、観光誘客による地域

経済の活性化を図る。 

  ○キャンプ場コテージ設計業務      ○交流センター改修設計業務  

  ○テントサイト・ウッドデッキ整備    ○炊事棟改修整備  

 

◎庄原版ＤＭＯ支援事業  ７，２６０万円〈継続〉 

 地域の合意形成、データに基づくマーケティング・プロモーション事業、着地型観光推進事

業、地域商社事業等を実施することにより、戦略的に観光地域づくりを推進する。 

  ○庄原ＤＭＯ運営負担金 

  ○庄原ＤＭＯ事業負担金 

    マーケティング・マネジメント事業、プロモーション事業 

 

◎比婆いざなみ街道物語の推進  ３０２万円〈継続〉 

 本市北部地域周辺には、神話・伝説の地をはじめ、歴史遺産や遺跡群、中国山地ならではの

豊かな自然や内陸気候に育まれた農産物など、多種多様な資源が存在しており、これら個々の

地域資源を線として繋ぎ、地域ブランドとして一体的な活用を図るべく、「比婆いざなみ街道」

と命名し、地域資源の認知度向上、観光誘客、地域経済の活性化を図る。 

  ○比婆いざなみ街道振興協議会負担金   ○沿線の森林整備 

 

 

 

●観光交流の推進 
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◎花と緑のまちづくり事業の推進  ３８２万円〈継続〉 

 国営備北丘陵公園、オープンガーデン、山野草など、「花と緑」の観光資源を連携させるこ

とで、周遊観光の促進や一体的なＰＲ活動を実施し、「花と緑のまち・庄原」の認知度を高め、

観光客数の増加による地域経済の活性化を図る。 

  ○しょうばら花会議負担金        ○花と緑のまちづくり協議会負担金 

 

◎ドリーム・サッカー事業  １５０万円＜新規＞ 

 サッカー元日本代表選手及び日本代表に準ずる元選手からなるドリームチームと開催地チ

ームとの親善試合、サッカー教室等を行う。 

  ○ドリーム・サッカーｉｎ庄原実行委員会負担金 

 

 

 

◎国際交流・多文化共生の推進  ４８７万円〈継続〉 

 しょうばら国際交流協会や庄原市日中親善協会へ参画し、交流機会や情報を提供することで

交流活動の促進を図る。 

  ○国内英語研修        ○留学生ホームステイ 

  ○スピーチコンテスト     〇日本語教室 

 

 

 

 
 

◎市道の整備  １０億９，３０５万円〈継続〉 

 道路新設改良事業や道路維持修繕など、市民生活に欠かすことのできないインフラを整備する。 

  ○道路改良工事     ○災害防除事業 

    

◎除雪機械の整備  ９，２２３万円〈継続〉 

 積雪時における道路交通の確保のため、迅速かつ適切な除雪活動を実施し、住民の生活と交通

安全の推進を図る。 

  ○除雪機購入 

 

◎道路構造物の維持・管理  ２億２，１２５万円〈継続〉 

 橋梁・トンネルなどの適正な維持・管理を行うとともに、定期点検及び予防保全など老朽化

への対応を図る。 

  ○橋梁長寿命化修繕工事     〇橋梁点検 

 

◎地籍調査の推進  ６，７９９万円〈継続〉 

 地籍調査の進捗率は県平均に比較し低位な状況であるため、東城地域及び総領地域において

地籍調査を継続実施する。 

●多文化交流の促進 

●生活基盤の整備 

“快適な暮らし”が実感できるまち【環境・基盤・交通・情報】 
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◎法定外公共物特定図面の電子化  ８００万円〈継続〉（再掲） 

 第２期庄原市地域情報化計画におけるデジタル技術の活用の一環として、法定外公共物に関

する特定図面を電子化する。 

  〇法定外公共物特定図面電子化業務委託 

 

 

 

◎ＪＲ芸備線・木次線利用促進事業  １，０４４万円＜拡充＞ 

 「利用促進への市民参画」「生活交通としての利用促進」「市外からの乗客の呼び込み」を柱

として、ＪＲ芸備線・木次線の利用促進事業を行う。また、割引乗車券補助事業等の新たな事

業により利用者の増加を図る。 

   ○庄原市芸備線・木次線利用促進協議会【拡充】 

   ○ＪＲ芸備線・木次線グループ利用助成金 

   ○ＪＲ芸備線・木次線利用促進プロデューサー活動事業 

   ○ＪＲ芸備線・高速バス割引乗車券補助事業【新規】 

   ○備後庄原駅 開業 100周年記念式典事業【新規】 

 

◎地域公共交通路線の確保  ２億５，４４２万円＜拡充＞ 

 地域住民が日常生活を営む上で必要不可欠な路線バスなどの生活交通を確保する。また、既

存の交通体系に加え、新たな交通手段の一つとしてMaaS運行モデル事業に取り組む。 

  ○市営バス運行業務委託         ○地域生活バス等運行補助     

  ○市民タクシー事業補助金         ○予約乗合タクシー運行業務委託   

  ○ＭａａS運行モデル事業【新規】 

 

◎土地区画整理事業  １，１１１万円〈継続〉 

 JR 備後庄原駅前を公共交通の乗換拠点、さらに駅前を交通の“要（かなめ）”とした幹線道

路網の確立を図るとともに、商業施設の再生を図り、安全で賑わいのある市街地環境を創出す

る。土地区画整理関連工事が完了したことにより、換地処分等を行う。 

  ○換地処分等業務委託   ○引渡し前修繕工事 

 

◎安心・安全・快適な住宅の整備  １億６，０７０万円〈継続〉 

 市営住宅等の適切な維持管理や高齢者・子育て世帯等の居住の安定を図るため、計画的に

改修・整備工事を実施する。 

  ○第一川東公営住宅 第１期建築工事 

  ○刈屋口公営住宅 敷地整地・水道・下水道工事   ○南の里住宅外壁改修工事 

  ○福代住宅外壁・落下防止柵改修設計業務委託 

  ○公営住宅等長寿命化計画策定業務委託 

  ○東城市民住宅屋上防水工事 

 

●生活環境の向上 
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◎立地適正化計画届出制度運用及び計画周知  ２０５万円〈継続〉 

 都市計画マスタープランの改定及び立地適正化計画の策定を踏まえ、居住誘導区域外におけ

る住宅開発等、都市機能誘導区域外における誘導施設の整備の動きを把握するための届出制等

の運用を開始するとともに、計画について周知を行う。 

 

◎街路事業  ３，２４４万円＜拡充＞ 

 都市計画道路を計画的に整備し道路網の拡充を図る事により、地域住民の日常生活の安全性

と利便性の向上、合わせて産業の活性化を推進する。 

  ○本町板橋線都市計画道路測量予備設計業務委託【新規】 

  ○県営事業負担金 

 

◎長期未着手都市計画道路整備の見直し  １，２００万円＜新規＞ 

 当初計画から長期に渡り事業に着手していない都市計画道路について、道路ネットワークや

沿線利用における適切な役割を担うよう、計画変更や廃止を含めた検討を行う。 

  ○長期未着手都市計画道路整備見直し業務委託 

 

◎空き家対策及び木造住宅耐震対策の推進  ８２７万円＜拡充＞ 

 空き家等の実態把握を進め、「庄原市空き家等対策計画」に基づく対策を総合的かつ計画的

に実施するため、適切な管理の促進に向けた啓発や老朽危険空き家等の除却により、空き家等

への対応を行う。また、新耐震基準に満たない木造住宅の耐震診断及び耐震改修工事の実施に

要する費用の一部を補助する。 

 

 

 

◎防犯関係事業  １，３９２万円〈継続〉 

 市民生活の安心・安全のため生活相談員を配置する。 

 また、防犯組合連合会による啓発活動の実施と、防犯カメラ設置による犯罪抑制を図る。 

  ○生活安全相談員の配置、防犯組合連合会負担金、犯罪被害者見舞金 

 

◎消防団員報酬及び出動手当処遇改善  ７，０２０万円＜拡充＞ 

 消防団員の処遇改善により、消防団を中核とした地域防災力の充実強化を図る。 

  ○年額報酬額の見直し【拡充】   ○出動手当の見直し【拡充】 

 

◎庄原市消費生活センター相談業務  ２９５万円〈継続〉 

 複雑・多様化する消費生活相談に対応できる相談員を配置し、迅速な被害者救済、消費被害

の未然防止、消費者教育などの取り組みを一層進め、消費者生活の安定及び向上を図る。 

 

 

●生活の安全確保 
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◎交通安全対策の推進  ４，３２８万円〈継続〉 

 交通安全意識の高揚と交通事故の防止に関する啓発活動を行うとともに、歩道やガードレー

ルなどの整備を行い事故防止を図る。また、運転免許を自主返納した高齢者を対象とした外出

支援制度により、日常生活を支援するとともに、地域の交通安全の確保を図る。 

  ○ガードレール等交通安全施設整備   ○運転免許返納高齢者支援事業 

 

 

 

◎脱炭素地域推進事業  ７，５９０万円〈継続〉（再掲） 

 国の脱炭素化社会構築の実現に向けた取り組みを踏まえて、市の公共施設等の LED 化を行

い、環境保全や長寿命化を図る。 

  ○本庁舎 LED 化工事 

 

◎新焼却施設整備  ３億９，４８０万円〈継続〉 

 新焼却施設の竣工に伴い、旧備北クリーンセンターを解体する。    

 

◎東城ストックヤード施設整備事業  ２，６４６万円〈継続〉 

 老朽化の著しい旧東城ごみ焼却施設を、解体撤去し、利用者の安全性や利便性を考慮したス

トックヤードとして施設整備を行う。 

 

 

 

 

 

◎子どもたちと多世代の集いの場整備  ６７万円＜新規＞（再掲） 

 安心して子育てができる環境の充実を図るため、次世代を担う子どもたちや、世代を超えた

多くの人が集い、憩いの時間を過ごすことのできる場の整備に向け、施設の基本計画策定に着

手する。 

 

◎第３期子ども子育て支援事業計画策定  ３６８万円＜新規＞ 

 子ども・子育ての現状や支援に関するニーズ等の調査を行い、現状分析と新たな課題を整理

する第３期子ども・子育て支援事業計画を策定し、子育てに関する施策を総合的に推進する。 

 

◎施設型保育事業  １２億８，５９３万円〈継続〉 

 子どもの個性を尊重する中で、能力の向上や生きる意欲の醸成、社会性・自主性を養成する

ため、安定した生活の展開や遊びの実践、地域交流など保育の充実に努める。 

  ○第２子保育料半額化・第３子以降保育料無料化（３歳未満児）【市独自】 

  ○国の幼児教育・保育無償化対象外の副食費の無料化（３歳以上児）【市独自】 

  ○保育施設の修繕・改修  

 

●環境衛生の充実 

●子育て支援 

“あんしん”が実感できるまち【保健・福祉・医療・介護】 
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◎病児病後児保育施設(わらべ保育室)の管理運営  １，３５６万円〈継続〉 

 病中又は病気からの回復期などで集団保育が困難な児童を一時的に保育する病児病後児保

育の運営により、多様化する保育ニーズに応え、子育てと仕事の両立ができるよう支援を行う。 

 

◎地域子育て支援の推進  ４，９８９万円〈継続〉 

 子育て家庭を支援するため、地域の特色を活かしながら、市内各地域で交流の場の提供や子

育て相談を行い、地域と家庭の養育力を引き出す取り組みを進める。 

 

◎放課後児童健全育成事業  １億５４０万円〈継続〉 

 仕事と子育ての両立支援策及び放課後の児童の居場所作りとして、放課後児童クラブを開設

する。 

 

◎子育て支援施設整備事業  ５，４５４万円＜拡充＞ 

 利用児童数の増加や施設の老朽化が進む中、子育て支援施設を改築により、安心・安全な放

課後児童クラブの運営を図る。 

  ○旧庄原小学校子育て支援施設解体  

  ○板橋子育て支援施設解体及び新施設実施設計【新規】   

 

◎子育て支援の充実  ２，５６４万円〈継続〉 

 本市における子育て家庭及び事業所に対する子育て支援策として、庄原市独自の事業を行う。 

  ○出産祝い金     〇チャイルドシート購入助成事業 

  〇庄原市事業所内託児所運営補助金 

 

◎子ども家庭総合支援拠点の運営  ７６４万円＜拡充＞ 

 本市に居住する子ども等を対象に、児童虐待に関する専門的な相談対応や継続的なソーシャ

ルワークによる指導・助言、幼児の発達に関する相談支援及び関係機関との連絡調整等を行う。 

 ○家庭児童相談システムの導入【新規】 

 

◎子育て世代包括支援センターの運営  １，１５８万円＜拡充＞ 

 母子保健と子育て支援を一体的に実施し、妊娠・出産・子育て等に関する総合的相談対応を

図ることで、全ての子育て家庭や妊産婦が安心して子どもを産み育てられる環境を整え、一人

ひとりに寄り添った子育て支援を進める。 

 ○乳児家庭全戸訪問      ○母子モ機能拡充【拡充】（再掲） 

 

◎乳幼児等医療費助成  ６，７１９万円＜拡充＞ 

 乳幼児等の医療費について、自己負担額の一部を助成し、負担の軽減を図る。対象年齢を 15

歳から 18歳到達年度とし、所得制限を廃止することで、対象者を拡充する。 
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◎出産・子育て応援支援金事業  １，６６３万円＜新規＞ 

 妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境を整備するため、支援金を支給し、

出産育児関連用品の購入費用などの負担軽減を図る。 

  ○出産応援支援金      ○子育て応援支援金 

 

 

 

◎高齢者の活動推進  ３，５０４万円〈継続〉 

 シルバー人材センターや老人クラブ連合会への支援等を通じ、高齢者が積極的に社会参加で

きる環境づくりを推進する。 

 

◎高齢者等の生活支援  ３，４４９万円＜拡充＞ 

 ひとり暮らし高齢者等巡回相談員事業、緊急通報体制整備事業、高齢者等生活支援施設等の

管理など、高齢者が安心して暮らせるための支援の充実を図る。また高齢者に必要な介護サー

ビスを提供するため、市内介護事業所等で就労する者に研修受講費用などの助成や、介護人材

の確保・定着に向けた取り組みを推進する。 

  ○介護人材確保等協議会負担金   ○外出支援事業補助金 

  ○緊急通報装置の給付       ○ひとり暮らし高齢者等巡回相談員事業 

  ○介護職員研修受講費等補助金   ○高齢者等生活支援施設の管理 

  ○介護人材確保事業補助金【新規】（再掲） 

 

 

 

◎障害者の自立支援  ９億８，７４７万円〈継続〉 

 障害者総合支援法に規定する福祉サービスの提供、自立支援医療費や補装具費の給付、福祉

事業所の送迎助成金など障害者の自立した日常生活を支援する。 

 

◎障害者の地域生活支援  ７，２７２万円〈継続〉 

 相談支援、コミュニケーション支援、日常生活用具の給付、地域活動支援など障害者の日常

生活を支援する。 

 

◎障害者の支援  ３，００５万円〈継続〉 

 障害のある市民の社会参加を促進するとともに、関係団体の活動を支援し、障害者福祉の増

進を図る。 

  ○障害者団体社会参加支援事業  ○障害者福祉事業所通所助成金 

  ○じん臓障害者通院助成金    ○各種障害者団体補助金 

  ○障害者外出支援券交付事業（福祉タクシー券、自動車燃料助成券） 

 

 

●高齢者の自立支援 

●障害者の自立支援 
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◎障害者福祉の推進  ２，３６３万円〈継続〉 

 日常生活において特別な介護が必要な重度障害のある市民及びその介護者に対して、手当を

支給し、経済的・精神的な負担を軽減することで障害者福祉の増進を図る。 

  ○特別障害者手当               〇障害児福祉手当    

  〇経過的福祉手当               〇特別児童扶養手当 

  ○重度心身障害者在宅介護手当 

 

 

 

◎社会福祉協議会支援  ７，７２４万円〈継続〉 

 地域福祉の中心的役割を担う社会福祉協議会の活動を支援し、地域福祉の拡充・増進に努める。 

 

◎買物弱者対策支援事業  １５６万円〈継続〉（再掲） 

 高齢者等の買い物支援及び見守り活動を促進することで、安心して暮らせる環境づくりを進

めるため、見守り世帯数に応じた奨励金を交付し、移動販売事業の持続性を確保する。 

  〇買物弱者対策支援事業補助金（移動販売見守り奨励金） 

 

 

 

◎健康増進の取り組み  ４，０３１万円〈継続〉 

 各種健診事業や、健康教育・相談等の啓発事業等を通じ、市民の健康づくりを推進する。 

  ○高血圧・糖尿病対策  ○生活習慣病健康診査の実施 

  ○歯周病検診の実施   ○食育推進事業 

 

◎庄原市健康づくり推進計画策定  ５０４万円＜新規＞ 

 “個人の健康づくり”と“それを支える環境づくり”による健康寿命の延伸を図るとともに、

生きることの包括的な支援の実現を目指すため、次期健康増進計画、食育推進計画及び自殺対

策計画を「庄原市健康づくり推進計画」として一体的に策定する。 

 

◎高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施  １，１５３万円＜拡充＞ 

 健康寿命の延伸を目指すため、後期高齢者医療広域連合からの委託事業として、後期高齢者

の保健事業と介護予防を一体的に実施する。 

 

◎がん検診等の受診率向上対策  ６５万円〈継続〉 

 がん検診の推進に取り組むことで、がん検診の受診率向上やがんの早期発見につながり、正

しい健康意識の普及を図る。 

  ○がん検診推進事業 

 

●地域福祉の向上 

●健康づくりの推進 
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◎感染症対策の充実  ８，６２２万円＜拡充＞ 

 インフルエンザ、日本脳炎等の従来からある感染病に加えて、水ぼうそう、おたふくかぜの

予防のためのワクチン接種実施のほか、骨髄移植手術等の特別な事情により、免疫が低下又は

消失した者に対して、予防再接種に要する費用を助成する。 

  ○日本脳炎、麻しん・風しん混合、小児用肺炎球菌、四種混合等 

  ○風しん対策事業            ○予防再接種助成 

  ○子宮頸がん９価ワクチンの追加【拡充】 

 

 

 

◎救急医療体制の充実  １億８，６３８万円〈継続〉 

 救急医療体制の維持、充実を図る。 

  ○休日診療事業及び在宅当番医実施事業 

  ○病院群輪番制運営費補助金（庄原赤十字病院 ・西城市民病院） 

  ○小児救急医療支援事業   

  ○公的病院救急医療体制整備補助 

 

◎周産期医療運営支援  ３，２００万円〈継続〉 

 公的医療機関（庄原赤十字病院）における周産期医療の運営を支援し、当該医療機関に経済

的支援を行う。 

  ○周産期医療体制維持補助 

 

◎重度心身障害者医療費助成  １億５，６０３万円〈継続〉 

 重度心身障害者の医療費について自己負担額の一部を公費で助成し、負担の軽減を図る。 

 

◎不妊治療等助成事業  ２５０万円＜拡充＞ 

 不妊等に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図るため、治療費や検査費用の補助を行う。 

  〇特定不妊治療費補助金【拡充】   〇不妊検査・一般不妊治療費補助金 

  〇不育症治療費補助金 

 

 

 

◎生活困窮者等の支援  １，１４２万円〈継続〉 

 生活困窮者に対する自立支援策の強化を図るため、「自立相談支援」・「住居確保給付金の支

給」を行う。 

  ○自立相談支援    ○住居確保給付金 

 

  

●医療の充実 

●社会保障制度の適正運営 
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◎学校教育環境の充実  ２，９０１万円〈継続〉 

 学校施設について、老朽化が進行する中で耐用年数を延ばすとともに施設の機能向上や長寿

命化改修を図る。 

  ○東小学校長寿命化実施設計業務委託 

  ○東城中学校校舎・体育館長寿命化躯体調査業務委託 

 

◎学校教育活動の充実  ２億２１９万円＜拡充＞ 

 教科指導や体験活動の充実、教育の情報化の推進、教職員の研修会や児童生徒の学力調査の

実施などにより学校教育活動の充実を図る。 

  ○学校体験活動事業補助     ○クラブ遠征補助 

  ○学校運営協議会        ○部活動地域移行検討委員会【新規】 

  ○教育備品等の整備 

 

◎外国語教育の充実  ３，９１２万円〈継続〉 

 外国語指導助手の活用による指導体制を確立し、指導内容を一層充実させることで、児童生

徒の外国語に対する学習意欲を高めるとともに、英語力の向上を図る。 

  ○外国語指導助手の活用      ○英語検定料補助金 

  ○グローバル人材育成事業 

 

◎学校施設・設備の充実  １，６５３万円〈継続〉 

 学校施設の適正な維持管理や施設整備により、学校教育環境の充実を図る。 

  ○施設の修繕・改修工事・備品整備（全域的教育環境等整備） 

 

◎学校給食の充実  ３億４，９０６万円〈継続〉 

 安全・安心かつ効率的に学校給食を提供するため、学校給食施設設備の適正な維持管理、施

設・設備の整備を行う。 

  ○共同調理場（庄原、峰田、西城、東城、口和、高野、比和、総領） 

  ○学校給食調理業務民間委託（全地域） 

 

◎読書のまちづくり  １，８６９万円〈継続〉 

 児童生徒の思考力・表現力等を育成するために、自主的な読書活動を支援し、日常的な「読

む」「調べる」習慣の確立を図る。各教科等で言語活動の充実を図るとともに、家庭との連携

や学校司書の活用により、読書活動を推進する。 

  ○学校司書の配置 

●学校教育の充実 

“学びと誇り”が実感できるまち【教育・文化】 
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◎私立幼稚園支援事業  ３，３８２万円〈継続〉 

 子ども・子育て支援制度による保育料無償化に取り組むとともに施設型給付制度へ移行した

私立幼稚園の運営の安定化と幼児教育の実践の継続を図る。  

  ○子ども・子育て支援制度による幼児教育・保育無償化の実施 

  ○第２子入園料半額化・第３子以降入園料補助（上限３万円）【市独自】 

  ○国の幼児教育・保育無償化対象外の副食費の無料化【市独自】 

 

 

 

◎生涯学習の推進  ３，０９６万円〈継続〉 

 子育てや世代間交流など地域の課題を市民自ら解決する能力を高める地域力醸成事業や、生

涯学習を通した生きがいづくりなどを支援する。 

  ○自治振興区への生涯学習推進事業委託  

 

◎図書館の管理運営  １億４５７万円＜拡充＞ 

 田園文化センター（庄原・本館）と各地域の図書館分館の管理運営を行う。 

 また、本館施設を充実させるため、キッズスペースや閲覧室を整備し、学びの場としての環

境を整える。 

  ○子供の読書活動の推進         ○図書館機能の充実 

  ○田園文化センター改修工事       ○電子図書の充実【新規】（再掲） 

 

 

 

◎文化財保護と活用  １，０３４万円〈継続〉 

 国指定重要文化財をはじめとする貴重な文化財の保護経費を助成するほか、埋蔵文化財の保

護・活用に繋げていくための、普及啓発活動等を行う。 

  ○重要文化財 堀江家住宅屋根修繕 

  ○埋蔵文化財センター運営 

 

◎市民会館開館記念事業  ８３９万円＜新規＞ 

 令和５年６月からの市民会館大ホールの供用開始に伴い、市民の文化交流および発信拠点施

設としてのリニューアルを記念した大ホール開館記念行事等を実施する。 

  ○庄原市民会館大ホール開館記念行事（５月） 

  〇庄原市民会館オープン記念関連事業（７～３月） 

 

◎芸術文化の振興  ６，５９４万円〈継続〉 

 地域文化の振興や、文化活動団体への支援及び市民会館の管理運営を行う。 

  ○ロビーコンサートの実施   ○庄原市民会館及び東城文化ホールの管理運営 

●生涯学習・社会教育の充実 

●芸術・文化の推進 
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◎博物館・資料館の管理運営  ５，５６１万円＜拡充＞ 

 学校と連携した事業を展開するための教材購入や収蔵資料の調査・整理を行うことにより、

学校での出前授業や企画展示などを実施する。また、口和郷土資料館の改修を行う。 

  ○口和郷土資料館改修工事【新規】 

 

 

 

◎スポーツ振興・各種スポーツ大会の開催  １１７万円〈継続〉 

 健康で活力のある生活を営めるよう、「市民ひとり１スポーツ」の実現に向けて各種スポー

ツ活動への参加機会の拡充を図り、ジュニアスポーツの推進及び競技力の向上に努める。 

  ○レベルアップ教室 

 

◎社会体育施設の管理運営  １億５，５２０万円〈継続〉 

 生涯スポーツ、競技スポーツなど社会体育の振興に係る施設の管理運営と共に老朽化に対応

した整備及び修繕を行う。 

  ○比和総合運動公園比和体育館屋根改修工事 

 

 

 

◎家庭・地域と一緒に取り組む教育活動  ２，０２９万円〈継続〉 

 子育てに関する学習機会や情報を保護者や地域の方々に提供することで、家庭・地域の教育

力の向上を図るとともに、放課後の子供たちの安全安心な活動拠点を設け、地域住民の参画を

得て学習支援事業や様々な交流活動等を実施する。 

  ○放課後子供教室     ○地域未来塾事業  

 

◎教育風土の醸成  １３１万円〈継続〉 

 「庄原で学んでよかったと心から思える教育」をめざし、将来にわたって子供たちが、ふる

さと庄原で培った「知・徳・体」を原動力として激しく変動する社会を生き抜き活躍できる取

り組みを進める。また、市民とともに教育を考えていく機会とする。 

  ○教育フォーラムの開催     ○中学校合唱コンクール 

 

 

  

●スポーツの推進 

●家庭・地域の教育力の向上 
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５．持続可能な財政運営プランの取組み 

 令和３年 11 月に策定した「第２期持続可能な財政運営プラン ～後期実施計画～」に基

づく取組効果額は次のとおり。 

 

■歳入：Ⓐ 

項  目 
令和５年度プラン 

目標額① 
令和５年度当初予算 

取組効果額② 
差  引 
②－① 

市 税 ７７４万円 ８６４万円 ９０万円 

未利用財産の利活用 ２００万円 ２００万円 ０万円 

広 告 料 収 入 の 確 保 ２００万円 １０万円 ▲１９０万円 

ふ る さ と 応 援寄附金 ３００万円 ３００万円 ０万円 

合  計 １，４７４万円 １，３７４万円 ▲１００万円 

■歳出：Ⓑ 

項  目 
令和５年度プラン 

目標額① 
令和５年度当初予算 

取組効果額② 
差  引 
②－① 

繰 出 金 ▲１，３２４万円 ▲１，８７９万円 ▲５５５万円 

公 債 費 ▲５，１２６万円 ▲５，１２６万円 ０万円 

普 通 建 設 事 業 
充 当 一 般 財 源 

▲４，０００万円 ▲４，０００万円 ０万円 

合  計 ▲１億  ４５０万円 ▲１億１，００５万円 ▲５５５万円 

■合計：Ⓑ‐Ⓐ 

項  目 
令和５年度プラン 

目標額① 

令和５年度当初予算 

取組効果額② 

差  引 

②－① 

合 計 ▲１億１，９２４万円 ▲１億２，３７９万円 ▲４５５万円 

 

【参考】財政運営プラン期間中取組合計額 

項  目 目標額① 取組効果額② 
差  引 

②－① 

前 期 ▲５億  ５２１万円 ▲５億１，６４３万円 ▲１，１２２万円 

後 期 ▲１億１，９２４万円 ▲１億２，３７９万円 ▲４５５万円 

合 計 ▲６億２，４４５万円 ▲６億４，０２２万円 ▲１，５７７万円 

 

※１：取組効果額は、プランの取組みによるもののほか、予算編成時の査定による減額を含む。 

※２：前期目標額及び取組効果額は、令和３年度当初予算によるもの。 

   ただし、臨時的に実施した追加減額調整（▲5,000万円）は加味しない。 

※３：令和５年度においては、光熱水費の高騰などの特殊要因による増額は加味しない。 
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６．特別会計予算の概要 

※各会計の増減率は千円単位の予算額からの計算による率を掲載。 

 

 

①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 266 万円 284 万円 ▲18 万円 ▲6.4％ 

②  予算概要 

 歳出では、貸付償還事務に係る経費、一般会計への繰出金を計上している。 

 歳入では、貸付金収入は６万円減額の 255万円、住宅新築資金等償還推進助成事業補助金は

11万円を計上している。  

 

 

 

①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 3,442万円 2,266万円 1,176万円 51.9％ 

②  予算概要 

 歳出では、診療所運営に係る診療報酬委託料、光熱水費、負担金等に加え、空調機器整備や診

療用ユニットの更新により1,176万円増額となる3,442万円を計上している。 

 歳入では、診療収入は182万円増額の2,063万円を見込み、一般会計繰入金は、1,273万円

を計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 1,248万円 1,250万円 ▲2万円 ▲0.1％ 

②  予算概要 

 歳出では、診療業務、看護及び受付業務等に係る委託料980万円、医療用消耗器具及び医薬品

衛生材料経費、光熱水費等の施設管理経費など268万円を計上している。 

 歳入では、診療収入を142万円減額の522万円見込み、一般会計繰入金は、141万円増額の

725万円を計上している。 

 

 

 

（１） 住宅資金特別会計 

（２） 歯科診療所特別会計 

（３） 休日診療センター特別会計 
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①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 37億8,496万円 39億789万円 ▲1億2,293万円 ▲3.1％ 

②  予算概要 

 歳出では、保険給付費を 26 億 6,642 万円、国民健康保険事業費納付金を９億 568 万円計

上している。 

 歳入では、基金繰入金について、保険税激変緩和措置分として急激な引き上げの抑制のため新

たに 4,992 万円繰り入れることとし、国民健康保険財政調整基金繰入金を合計 7,038 万円計

上している。また、保険税は 2,329 万円減額の 5 億 8,797 万円、一般会計繰入金は 639 万

円増額の３億 6,010万円を計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 8,336万円 7,633万円 703万円 9.2％ 

②  予算概要 

 歳出では、総務費へ職員２名分の人件費、派遣医師負担金、診療所一般管理費等に加え、空調

機器整備などにより、1,677万円増額となる5,449万円を計上している。医業費は、医療機器整

備の完了や医薬材料費の減少などにより974万円減額の2,877万円を計上している。 

 歳入では、診療収入で70万円減額となる5,941万円を見込み、一般会計繰入金を1,935万円

計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 7億881万円 6億8,198万円 2,683万円 3.9％ 

②  予算概要 

 歳出では、保険料や保険基盤安定繰出金、広域連合への事務費負担金などを6億9,425万円計

上するほか、一般事務経費や保険料徴収事務費などを1,456万円計上している。 

 歳入では、保険料に特別徴収保険料３億7,100万円、普通徴収保険料1億1,378万円を見込み、

一般会計繰入金は、職員給与費等繰入金を481万円、事務費等繰入金を2,801万円、保険基盤

安定繰入金を１億8,357万円の合計２億1,639万円を計上している。諸収入は、広域連合から

の派遣職員の人件費負担金670万円などを計上している。 

（４） 国民健康保険特別会計 

（６） 後期高齢者医療特別会計 

（５） 国民健康保険特別会計（直診勘定） 
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①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 62億8,297万円 62億9,314万円 ▲1,017万円 ▲0.2％ 

②  予算概要 

 歳出では、保険給付費について、居宅介護サービス給付費を7,199万円の減額と見込む一方で、

地域密着型介護サービス給付費の8,417万円の増額などを見込み、58億6,375万円を計上した。 

また、地域支援事業では、包括的支援事業・任意事業費の減額などにより、855万円減額とな

る3億3,595万円を見込んでいる。 

 歳入では、保険料を1,946万円減額の10億8,508万円を見込み、地域支援事業費の減額など

に伴い、国庫支出金191万円、支払基金交付金109万円、県支出金152万円の減額を見込んで

いる。一般会計繰入金は、395万円減額の９億4,411万円とし、財源調整として介護給付費準

備基金から2,247万円の繰入を計上した。 

 

 

 

①  予算規模 

②  予算概要 

 地域包括支援センターにおける「介護予防給付（指定介護予防支援）」及び「介護予防・生活

支援サービス事業（第１号介護予防支援）」のケアプラン作成事業にかかる予算を計上している。 

歳出では、ケアプラン作成委託料の増額を見込み、119万円増額となる5,959万円を計上し

ている。 

歳入では、介護予防サービス計画費収入4,390万円を見込み、一般会計繰入金は67万円増額

の1,569万円を計上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 5,959万円 5,840万円 119万円 2.0％ 

（７） 介護保険特別会計 

（８） 介護保険サービス事業特別会計 
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①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 3億8,977万円 ３億8,396万円 581万円 1.5％ 

②  予算概要 

農業集落排水事業は、平成 24 年度で事業を完了しており、平成 26 年度から維持管理費の 

低減を図りながら安定的な生活環境と水質保全の維持を図るために、施設のストックマネジメン

ト事業（長寿命化事業）に取り組んでいる。 

歳出では、事業費に山内西地区維持管理適正化計画策定業務や川手地区処理場等ポンプ取替工

事など 1,800万円を計上し、施設管理費には光熱水費の高騰などにより 566万円増額の 1億

587 万円を計上している。また、総務費では、企業会計移行に伴う例規整備支援業務委託など

180万円増額の 2,491万円を計上している。 

歳入では、使用料を 88万円減額の 9,745万円見込み、一般会計繰入金を、727万円増額と

なる２億 6,810万円を計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 2億4,199万円 ２億2,397万円 1,802万円 8.0％ 

②  予算概要 

 公共下水道認可区域外及び農業集落排水事業採択区域外における、公共用水域の水質保全と 

住みよい生活環境の整備に向け、市が事業主体となる市町村設置型浄化槽の整備を進めており、

令和５年度では整備基数を 60基として事業実施する。 

 歳出では、市内全域で 60 基を整備する事業費として 1,256 万円増額の 7,588 万円を計上

している。また、総務費では、企業会計移行に伴う例規整備支援業務委託など 126万円増額の

1,264万円を計上している。 

 歳入では、分担金を 1,800 万円、使用料を 168 万円増額の 7,605 万円見込み、一般会計 

繰入金は 78万円増額の 7,879万円を計上している。 

 

 

 

①  予算規模 

区 分 令和５年度 令和４年度 増減額 増減率 

予算額 199万円 199万円 ０万円 0.0％ 

②  予算概要 

 住宅用地として７区画分を整備し、現在４区画が分譲済みである。残区画の内、１区画の分譲

を見込んでおり、財産売払収入のうち 184万円を一般会計へ繰り出すこととしている。  

（９） 農業集落排水事業特別会計 

（1０） 浄化槽整備事業特別会計 

（11） 宅地造成事業特別会計 
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７．主な財政指標 

（１） 経常収支比率                                   （単位：％） 

区  分 令和３年度（決算） 令和４年度（決算見込） 令和５年度（当初見込） 

経常収支比率 ９２．６ ９６．５ ９７．５ 

 

（２） 実質公債費比率（３年平均）                         （単位：％） 

区  分 令和３年度（決算） 令和４年度（決算見込） 令和５年度（当初見込） 

実質公債費比率 １１．０ １１．７ １２．１ 

 

（３） 市債残高の見込 

区  分 令和３年度（決算） 令和４年度（決算見込） 令和５年度（当初見込） 

普通会計 ３８５億６，８８６万円 ３８６億５，３２４万円 ３７４億  ２７５万円 

特別会計 ２７億９，３４８万円 ２６億４，５６７万円 ２４億９，２５９万円 

企業会計 ８１億  １６９万円 ７８億７，６２３万円 ４０億８，２８１万円 

合  計 ４９４億６，４０３万円 ４９１億７，５１４万円 ４３９億７，８１５万円 

対前年度 ▲６億  １６２万円 ▲２億８，８８９万円 ▲５１億９，６９９万円 

 

（４） 基金残高の見込  

区  分 令和３年度（決算） 令和４年度（決算見込） 令和５年度（当初見込） 

財政調整基金 ３８億２，８５４万円 ４３億４，８８９万円 ３９億９，９１６万円 

減債基金 ７３万円 ７３万円 ７３万円 

特定目的基金 ３２億６，９３７万円 ２７億１，５２２万円 ２７億  ４０９万円 

土地開発基金 １億１，９５５万円 １億１，９５５万円 １億１，９５５万円 

合  計 ７２億１，８１９万円 ７１億８，４４０万円 ６８億２，３５３万円 
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